チャランケ通信　第94号　2014年12月29日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　民主党は「拒否政党」と見られ続けているのではないか
2014年も後わずかで終わろうとしている。考えてみれば、今年もいろいろなことがあったわけだが、結果として最後の解散・総選挙の結果が総てだったのかもしれない。自民党が300議席に迫る勝利(?!)を2回も続けたことをどのように見たらよいのか、もちろん投票率が52.7%と戦後衆議院選挙史上最低に終わったことも含めて、十分に考えてみる必要がありそうだ。
人によっては、「55年体制」の再来であり、「2015年体制」とでも呼ぶべき新しい日本の政治構造の始まりなのだ、という者もいる。そうなるためには、野党側の状況をよく見てみる必要がある。野党第1党の民主党は、73議席と微増ではあったものの、党代表が小選挙区はおろか、比例復活すらできず議席を失ったことに示されているように、到底勝利とは言えまい。前回の大敗北によって大きく議席を失ったことに対し、有権者の中には「厳しすぎたかな」と思って民主党への揺り戻しを期待した者にとって、やや肩透かしを食らったと感ずるのは小生だけではあるまい。
もしかすると、前回の総選挙から2年しか経っておらず、国民の意識の中には未だ民主党の政権運営に対する余りのお粗末さの印象が残影として残っていたのだろうか。この2年間の安倍政権の方が、相対としてよくやっている、と評価したのかもしれない。民主党は、自分たちの政党が国民からどのように思われているのか根本的な総括が足りない、と見られていたのだろう。極論すれば、民主党と言う政党は、国民から嫌われる『拒否政党』へと転落してしまっていると見るべきではなかろうか。それほど、深刻に捉えるべきなのだろう。
消費税引き上げ延期に、なぜ民主党は反対しなかったのか
　今回の選挙で安倍総理が、3党合意によって法制化された消費税の再引き上げ時期を、2015年10月から17年4月へ1年半延期するので国民に信を問いたい、と公言した際、民主党が事実上賛成したことを取り上げなければなるまい。確かに、消費税の引き上げによって今年4~6月期だけでなく7~9月期のGDPの伸びが、前期比でマイナスとなったようで、結果から見る限り一定の影響があったことは事実なのだろう。だが、この消費税の引き上げによって社会保障の支出も、子育て対策を中心に充実する財源も含まれていたわけで、多少の経済的な停滞があったからと言って、法律で決まっていた増税を延期するとは社会民主主義を基本にしたリベラル政党としては、絶対に許してはならない事ではなかったと思う。党分裂や総選挙での大敗北を犠牲にしてまで「三党合意」に持ち込んだ野田元総理が、延期は止むなしという趣旨のコメントをカメラの前で発言されている姿を何度も見るにつけ、むなしさを感じるとともにがっかりしたのは小生だけではなかったはずである。
もちろん、選挙を前にして国民に評判のよくない消費税増税を断行すべし、と言いにくいことは十分承知してはいるものの、それではいつまでたっても日本の財政・社会保障の改革は出来ないのだ。くどいようだが、自らの党が分裂し政権の座を失うことになった重要な消費増税を、安倍総理の作戦に乗っかって、いとも簡単に延期に賛成するとは、リベラルを旗印にする社会民主主義政党にとって自殺行為ではなかったか、深刻に反省をしなければなるまい。
安倍政権に対抗できる「信頼できる対抗軸」を持った政党を
　やや厳しすぎる指摘になったかもしれないが、また別の問題もある。民主党と言う政党には新自由主義に立脚した「小さな政府」を目指す政治家が少なからず存在する。安全保障の問題では、集団的自衛権の問題で安倍総理に近い考え方を持つ者から、憲法第9条を断固堅持するものまでいて、なかなか一致できないでいる。野党第1党と言うだけでは、民主党に対する国民の信頼を勝ち取り、支持を拡大していけなくなっているのかもしれない。それだけに、新しい代表の下で解党的な論議を開始し、安倍自民党の歴史修正主義に立脚した「保守」主義に対抗できる対抗軸を作り上げ、その実現に向けた国会内外の戦いを全面展開する以外にないと思う。それができるかどうか、国民の目は厳しい。
ただ、貧困が蔓延し、格差社会が広がり、平和が脅かされつつある今日、安倍政権に対抗できる信頼に足る野党第1党の誕生を国民は確実に求めているわけで、努力如何で前途は洋々と開けているのだ。選挙制度が小選挙区を基軸として造られているだけに、二大政党的政治こそ求められているはずなのだ。
法人税減税2,5%=1兆円強の税収減は余りにもったいない
　さて、来年度の予算編成作業が始まっている。その中で、税制改革大綱の策定に向けて、自民党税調の動きが急ピッチで進んでいるようだ、一般会計で40兆円を超す税収不足がありながら、法人税率の引き下げが来年度は2.5%という事で決着がついたと報道されているようだが、果たしてそれが景気上昇に結び付くのかどうか、経済の体質が向上できるのかどうか、まことに問題である。法人がリスクを採って設備投資をするのかどうか、法人税減税によってできるとは到底思われない。法人税率2,5%と言えば、1兆円強になろうという巨額な財源であり、それが制度的に失われていくことは実に残念である。前回98~99年度の法人税減税を実践した結果は、潜在成長率の引き上げに繋がっておらず、当初の目的に照らして政策の結果は余りにも無残である。
　相続税・贈与税の減税措置、余りにも無茶苦茶な資産家優遇策、貧困世帯の増大にこそ、しっかりと目を向けるべきでは
　実は、取り上げたいのは相続税・贈与税の問題である。民主党時代に端を発する相続税の最高税率を50%から55%へと引き上げたり、課税ベースを拡大したりする相続税強化が、いよいよ来年1月1日から始まる。この点は、三党合意にも盛り込まれ、消費増税による逆進性への批判に対応すべく高額資産保有層への増税による格差是正策でもある。また、かつてのバブルが崩壊した事によって資産価格が低下したため、相続税の課税ベースが大きく浸食されており、その是正を進めていくことになったわけである。
こうした改革を前にして、相続税をどうしたら逃れることができるのか、税関係の専門誌だけでなく週刊誌や月刊誌などには、毎号のように相続税節税対策が大きく取り上げられてきた。それは、それでかつての1980年代後半のバブル時代にも、土地価格高騰による相続税対策と称して様々ないかがわしい金融商品などが喧伝され、多くの悲惨な犠牲者を生み出したことを想起させてくれる。
必要なのは資産格差の拡大をどう阻止するのか、にもかかわらず自民党税調は資産格差を固定化させようとしているのだ
　取り上げたいのは、そうした民間の方たちの相続税の節税策ではない。政府の税制改革の中で、この相続税の強化を骨抜きにしてしまうような租税特別措置が拡大されつつあるのだ。それは、相続税ではなく、贈与税を通じた骨抜き策なのだ。言うまでもなく、贈与税は相続税の尻抜けを防ぐため、相続税以上に高税率の設定や課税ベースの拡大などの工夫がなされており、資産格差の拡大を防ぐための税制上の措置として設定されてきた。その結果、相続税のために3代続けば資産家は相続財産の大半を失ってしまう、とまで喧伝されたものである。つまり、日本の相続税・贈与税は、資産の世代間移転に対してかなり有効な格差税制措置として機能していたのだ。
　ところが、この相続税・贈与税にたいして、最初は相続時精算課税制度なるものが2003年度税制改正で創設され、生前贈与を容易にして次世代への移転を促進することとされたのだ。この制度が導入されて以降、住宅取得等資金の贈与に係る贈与税の非課税制度が自民党政権の末期である2009年6月に導入され、500万円までの贈与に対して非課税とする特別措置が経済対策として取り入れられたのである。それ以降、この制度は金額を引き上げるとともに継続され、いまや3000万円まで拡大されようとしているという。住宅だけでなく、最近では教育費1000万円までとか、株式投資非課税措置(NISA)の子供版への贈与分(年額120万円)の非課税措置や、なんと結婚や子育ての資金として親や祖父母から子や孫がまとまったお金を一人につき1000万円まで贈与することを非課税にすることを税制改正大綱に盛り込む方針に決まったという報道がある。
　相続税・贈与税、所得・資産の再分配機能を失ってはならない
こうなれば、なんでもありの贈与税改正であり、相続税などはもぬけの殻になるのではないか、と言わざるを得ない。とんでもない改正がまかり通ろうとしているのだ。ピケティの『21世紀の資本』に明確にされているように、資産格差がどんどん拡大している今日、どのように資産格差を解消していくかが大きな課題になっている。その有効な税制としての相続税・贈与税の機能に対して、真っ向から無くして行こうとする税制改正を進めようとしていることに対して、大きな声で反対の狼煙を上げていかなければならない。
経済対策と称して贈与税の尻抜けを進めているのだが、高額資産家の方たちは常日頃相続税対策を進めてきているわけで、それに輪をかけて贈与税を通じて相続税逃れを加速させても、決してその分が消費の増大になって行くのではなく、貯蓄に回っていくだけなのだ。そのいい例が、住宅に対する贈与税の非課税措置であり、その制度を活用する者は増えても、住宅建設自体は逓減しているのが実情で、実質相続税逃れになっているだけなのだ。
　土台、相続税による財源を政府が調達し、その財源を社会保障に回して行けば所得再分配となって大きな格差是正効果を上げることができるわけだが、資産家からその子供や孫へと移転するのでは、格差是正にとって何の効果もないのだ。格差の固定化につながり、景気にとっても良い効果をもたらさないだけでなく、貧富の格差を固定化することにより、民主主義の発展にも逆行する事この上ないのだ。昨今の貧困層の増大、とりわけ子供の貧困には緊急に対応できる対策が不可欠になっているのだ。
国民は、今の自民党税制調査会が進めている富裕層優遇措置を辞めるよう、大きな抗議の声を上げていく必要がある。今からでも遅くはない、声を大きくして反対の流れを強めて行こうではないか。
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